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１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 24,349 4.3 2,837 7.2 2,942 6.8 1,986 0.1
2026年３月期中間期 23,343 9.3 2,647 10.2 2,756 12.9 1,984 20.1

(注) 包括利益 2027年３月期中間期 2,530百万円( 10.4％) 2026年３月期中間期 2,291百万円( 49.3％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 42.45 ―
2026年３月期中間期 42.04 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 30,570 23,726 77.6
2026年３月期 31,500 23,436 74.4

(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 23,726百万円 2026年３月期 23,436百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 ― 0.00 ― 33.00 33.00
2027年３月期 ― 0.00
2027年３月期(予想) ― 34.00 34.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 53,000 9.6 5,600 8.5 5,800 8.2 3,915 0.9 82.75

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料12ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期中間期 49,527,200株 2026年３月期 50,227,200株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 2,874,545株 2026年３月期 2,916,125株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 46,791,238株 2026年３月期中間期 47,206,300株

(注) 期末自己株式数には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式（2027年３月期中間期 486,300株、2026年３月期

527,900株）が含まれております。また、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式を、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（2027年３月期中間期 512,215株、2026年３月

期中間期 632,695株）

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページ

「（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当中間期に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）におけるわが国の経済は、雇用・所得

環境の改善を背景に景気の緩やかな回復基調が継続いたしました。一方で、物価上昇の継続や海外

経済の動向、地政学リスクの高まりに加え、金融資本市場の変動などにより、先行き不透明な状況

が続いております。

情報サービス産業におきましては、企業の競争力強化や生産性向上に向けたデジタルトランスフ

ォーメーション（以下、DX）関連投資が継続しております。また、生成AIをはじめとするAI技術の

活用が進展し、業務効率化や事業変革に向けた取組みが広がるなど、デジタル技術を活用したIT需

要は底堅く推移しております。

このような環境の中で、当社グループは2025年４月から2028年３月における中期経営計画「Be a

Visionary System Integrator」の２年目がスタートしております。社会状況や技術動向の一層の

変化に伴い、お客様が抱える課題はますます複雑かつ多様化し、本質的で価値の高い貢献が求めら

れている中で、当中期経営計画では、一歩先の未来に向けた先見性を磨き、卓越した開発技術とサ

ービスを提供していくことで、お客様の唯一無二の存在となり、長期的な成長を実現することをビ

ジョンに掲げております。

このビジョンを実現するために、当社グループは二つの基本戦略を定めております。

一つ目の「専門性・知見の多角化と高度化」では、専門性の高い分野をより多岐にわたって保有

することで、ますます複雑化する顧客課題への対応力を向上させることを目指します。

二つ目の「顧客の価値につなげる提案力の向上」では、要素技術の特性と顧客の状況や戦略に対

する深い理解に基づき、ITを効果的に活用して顧客価値を最大化する提案力を高めることを目指し

ます。

当中間連結会計期間における売上高は、一部顧客の案件先送りによる影響等が発生したため計画

を僅かに下回ったものの、金融分野を中心に主要顧客向けの開発案件が堅調に推移し、前年同期を

上回りました。販売費及び一般管理費においては、中長期的な競争力強化に向けて、研究開発やマ

ーケティング施策、人財の教育・育成等への投資を継続したことにより増加しておりますが、営業

利益においては、AI等の先端技術領域における高付加価値案件の拡大に伴い収益性が向上したこと

により、計画水準となる増益を確保いたしました。また、前中間連結会計期間には株式売却益を特

別利益として計上しておりましたが、当中間連結会計期間において特別利益の計上はありません。

その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は24,349百万円（前年同期比4.3％増）、営業利

益は2,837百万円（前年同期比7.2％増）、経常利益は2,942百万円（前年同期比6.8％増）、親会社

株主に帰属する中間純利益は1,986百万円（前年同期比0.1％増）となりました。
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【分野別の取組状況】

＜ITコンサルティング＆サービス＞

ITコンサルティング＆サービスは、お客様のDX推進に向けたIT戦略やシステム化構想の立案、

技術コンサルティング、最新の技術や開発手法の教育サービスの提供や、自社開発のクラウド

アプリケーションサービスの提供、BI (注１) /DWH (注２)、ERP (注３)/CRM (注４)等のソリ

ューションサービスの提供を行っております。当期は、コンサルティング関連の売上が拡大し

たものの、エンタープライズ向けの大型ソリューション案件が収束した影響もあり、売上高は

前年同期比1.4％減収の4,080百万円となりました。

＜金融ITソリューション＞

金融ITソリューションは、金融業向けにシステム化構想・設計・開発・保守などの統合的な

ITソリューションの提供を行っております。当期は、銀行及びクレジット関連のシステム開発

案件等が堅調に推移し、売上高は前年同期比12.3％増収の11,023百万円となりました。

＜公共法人ITソリューション＞

公共法人ITソリューションは、流通業、製造業、サービス業や公共向けにシステム化構想・

設計・開発・保守などの統合的なITソリューションの提供を行っております。当期は、製造業

向けの一部顧客における案件の先送り等が発生したものの、官公庁向けの開発案件等が堅調に

推移しており、売上高は前年同期比0.4％増収の6,409百万円となりました。

＜プラットフォームソリューション＞

プラットフォームソリューションは、ITインフラの環境設計、構築、運用支援、ネットワー

ク製品開発、ネットワークインテグレーション等の提供を行っております。当期は、金融機関、

通信業向けインフラ構築案件が縮小した影響を受け、売上高は前年同期比5.6％減収の2,836百

万円となりました。

(単位：百万円)

分野

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期比

増減率金額 構成比 金額 構成比

ITコンサルティング＆サービス 4,140 17.7% 4,080 16.8% △1.4%

金融ITソリューション 9,814 42.0% 11,023 45.3% ＋12.3%

公共法人ITソリューション 6,384 27.4% 6,409 26.3% ＋0.4%

プラットフォームソリューション 3,004 12.9% 2,836 11.6% △5.6%

合計 23,343 100.0% 24,349 100.0% ＋4.3%

（注）1 BI ：Business Intelligenceの略。社内の情報を分析し、経営に生かす手法。

2 DWH：Data Ware Houseの略。データ分析や意思決定のために、基幹系など複数システムから必要なデータを

収集し、目的別に再構成して時系列に蓄積した統合データベースのこと。

3 ERP：Enterprise Resources Planningの略。基幹系情報システムのこと。

4 CRM：Customer Relationship Managementの略。顧客管理システムのこと。
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（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して929百万円減少し、30,570

百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末と比較して3,149百万円減少し、21,746百万円となりまし

た。その主な増減要因は、仕掛品が127百万円増加したものの、受取手形、売掛金及び契約資

産が1,799百万円、有価証券が1,223百万円、現金及び預金が265百万円減少したことにより

ます。

固定資産は、前連結会計年度末と比較して2,220百万円増加し、8,824百万円となりまし

た。その主な増減要因は、繰延税金資産が394百万円減少したものの、投資有価証券が2,426

百万円増加したことによります。

流動負債は、前連結会計年度末と比較して1,263百万円減少し、6,381百万円となりまし

た。その主な増減要因は、その他に含まれる前受金が201百万円増加したものの、未払費用が

721百万円、未払金が212百万円、未払法人税等が195百万円、買掛金が160百万円減少したこ

とによります。

固定負債は、前連結会計年度末と比較して44百万円増加し、463百万円となりました。その

主な増減要因は、役員株式給付引当金が11百万円減少したものの、その他に含まれる長期前

受金が70百万円増加したことによります。

純資産は、前連結会計年度末と比較して289百万円増加し、23,726百万円となりました。そ

の主な増減要因は、資本剰余金が392百万円減少したものの、その他有価証券評価差額金が

544百万円、利益剰余金が407百万円増加したことによります。

キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較して224百万円増

加し、13,396百万円（前年同期は12,633百万円）となりました。当中間連結会計期間における各キ

ャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

法人税等の支払921百万円、未払費用の減少753百万円、未払金の減少212百万円、仕入債務の

減少160百万円などがありましたが、税金等調整前中間純利益2,942百万円、売上債権及び契約

資産の減少1,799百万円などがあり、営業活動によるキャッシュ・フローは2,311百万円（前年

同期は874百万円）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資有価証券の取得による支出2,080百万円、有価証券の取得による支出394百万円などがあ

りましたが、有価証券の売却及び償還による収入2,107百万円、投資有価証券の売却による収入

616百万円などがあり、投資活動によるキャッシュ・フローは196百万円（前年同期は△2,005百

万円）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

配当金の支払1,578百万円、自己株式の取得による支出675百万円などがあり、財務活動によ

るキャッシュ・フローは△2,280百万円（前年同期は△1,485百万円）となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年５月12日付「2026年３月期 決算短信」で公表しました業績予想に変更はありませ

ん。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,871,435 10,606,380

受取手形、売掛金及び契約資産 8,928,931 7,129,481

有価証券 4,405,838 3,181,986

仕掛品 157,587 284,827

その他 532,042 543,407

流動資産合計 24,895,835 21,746,083

固定資産

有形固定資産 800,943 827,361

無形固定資産 246,991 351,140

投資その他の資産

投資有価証券 4,214,362 6,640,775

関係会社株式 30,692 63,999

繰延税金資産 467,202 73,144

差入保証金 804,949 820,975

その他 39,164 47,141

投資その他の資産合計 5,556,371 7,646,036

固定資産合計 6,604,306 8,824,538

資産合計 31,500,142 30,570,621

負債の部

流動負債

買掛金 2,091,444 1,930,748

短期借入金 298,000 280,000

未払金 504,238 292,187

未払費用 2,604,078 1,882,480

未払法人税等 1,254,128 1,058,770

未払消費税等 530,058 447,331

役員賞与引当金 155,941 46,370

その他 206,613 443,126

流動負債合計 7,644,502 6,381,015

固定負債

従業員株式給付引当金 35,325 34,874

役員株式給付引当金 54,774 43,579

退職給付に係る負債 46,247 46,247

資産除去債務 235,674 236,862

繰延税金負債 － 18,947

その他 47,021 82,812

固定負債合計 419,041 463,323

負債合計 8,063,544 6,844,339
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 970,400 970,400

資本剰余金 986,256 593,444

利益剰余金 21,177,752 21,585,146

自己株式 △1,224,434 △1,493,987

株主資本合計 21,909,974 21,655,003

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,526,624 2,071,278

その他の包括利益累計額合計 1,526,624 2,071,278

純資産合計 23,436,598 23,726,282

負債純資産合計 31,500,142 30,570,621
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 23,343,335 24,349,060

売上原価 18,342,471 19,037,052

売上総利益 5,000,864 5,312,008

販売費及び一般管理費 2,353,444 2,474,808

営業利益 2,647,419 2,837,199

営業外収益

受取利息 8,468 16,841

有価証券利息 10,166 26,441

受取配当金 61,492 67,438

投資事業組合運用益 22,771 －

投資有価証券売却益 － 20,104

その他 8,695 8,463

営業外収益合計 111,595 139,288

営業外費用

支払利息 2,386 3,107

投資事業組合運用損 － 13,994

為替差損 － 16,263

その他 147 240

営業外費用合計 2,534 33,605

経常利益 2,756,480 2,942,882

特別利益

投資有価証券売却益 166,275 －

特別利益合計 166,275 －

税金等調整前中間純利益 2,922,755 2,942,882

法人税等 938,018 956,801

中間純利益 1,984,736 1,986,080

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 1,984,736 1,986,080
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中間連結包括利益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 1,984,736 1,986,080

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 306,879 544,654

その他の包括利益合計 306,879 544,654

中間包括利益 2,291,616 2,530,734

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 2,291,616 2,530,734

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,922,755 2,942,882

減価償却費 68,726 70,256

のれん償却額 11,631 ―

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △109,652 △109,571

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 3,447 1,960

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） △126 △450

受注損失引当金の増減額（△は減少） 111,757 ―

受取利息及び受取配当金 △69,960 △84,279

有価証券利息 △10,166 △26,441

支払利息 2,386 3,107

投資有価証券売却損益（△は益） △166,275 △20,104

投資事業組合運用損益（△は益） △22,771 13,994

為替差損益（△は益） ― 16,263

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △202,208 1,799,449

棚卸資産の増減額（△は増加） △203,648 △127,239

仕入債務の増減額（△は減少） 93,397 △160,695

未払金の増減額（△は減少） △406,287 △212,050

未払費用の増減額（△は減少） △360,822 △753,397

未払消費税等の増減額（△は減少） △161,606 △82,726

その他 132,590 △37,730

小計 1,633,166 3,233,226

法人税等の支払額 △759,015 △921,533

営業活動によるキャッシュ・フロー 874,150 2,311,693

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ― △10,000

有価証券の取得による支出 △1,098,250 △394,419

有価証券の売却及び償還による収入 ― 2,107,973

有形固定資産の取得による支出 △631 △89,685

無形固定資産の取得による支出 ― △17,618

投資有価証券の取得による支出 △1,203,512 △2,080,403

投資有価証券の売却による収入 200,000 616,696

関係会社株式の取得による支出 ― △29,307

投資事業組合からの分配による収入 23,827 1,260

従業員に対する貸付けによる支出 △5,320 △1,650

従業員に対する貸付金の回収による収入 1,643 1,945

利息及び配当金の受取額 77,106 107,814

その他 ― △16,026

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,005,136 196,577
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(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △186,000 △18,000

自己株式の取得による支出 ― △675,520

利息の支払額 △2,304 △3,136

配当金の支払額 △1,292,652 △1,578,686

リース債務の返済による支出 △4,732 △4,732

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,485,689 △2,280,075

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △3,250

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,616,675 224,944

現金及び現金同等物の期首残高 15,250,091 13,171,435

現金及び現金同等物の中間期末残高 12,633,416 13,396,380
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

(自己株式の取得）

当社は、2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、2026年５

月14日に自己株式700,000株の取得を行いました。この結果、自己株式が675,500千円増加し

ております。

(自己株式の消却）

当社は、2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株

式を消却することを決議し、2026年６月26日に自己株式700,000株の消却を行いました。この

結果、資本剰余金が392,812千円、自己株式が392,812千円それぞれ減少しております。

以上の結果等により、当中間連結会計期間末において資本剰余金が593,444千円、自己株式

が1,493,987千円となっております。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。

（表示方法の変更）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含

めていた「有価証券利息」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲

記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の

中間連結キャッシュ・フロー計算書の組替えを行っております。この結果、前中間連結会計

期間の中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた122,423千円は、「有価証券利息」△10,166千円、「その

他」132,590千円として組替えております。

（セグメント情報等）

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

当社グループは、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス及びシステム製品

の販売等を一体とするシステム開発事業を営んでおり、当社グループにおけるセグメントは「シ

ステム開発」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。


